
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

1
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2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成２６年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
○地域支援員の派遣

　

○団地の活性化対策

・事業費関連
【歳入】
　過疎対策事業債　900千円 交流定住促進協議会負担金助成金　76千円
【歳出】
　報償費 千円 ＠159,900×12月×2人+＠159,900×7月×2人

　地域支援員推進事業委託料 千円 <過疎地域自立促進特別事業債対象 吉和:959千円>

　事務費（旅費、その他手数料） 千円 地域サポート人ネットワーク全国協議会（幹事）

　一般負担金 千円 広島県交流・定住促進協議会負担金等

　空き家改修費補助金 千円 空き家バンク登録物件の改修費助成

　団地元気再生ﾓﾃﾞﾙ事業補助金 千円 モデル団地（廿日市ﾆｭｰﾀｳﾝ、八坂ｻﾝﾗﾝﾄﾞ）
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基 本 目 標 健やかな暮らしを支え、安全で快適に暮らせるはつかいち

2,170,356

企画費
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根拠法令
条例

個別計画 等

過疎地域自立促進計画、地域支援員推進事業
実施要綱・要領、空き家バンク制度設置要
綱、空き家改修補助金金交付要綱
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重 点 的 取 組
政 策 目 標

01 一般会計

06多様な地域特性を生かした交流・定住を進める

事業開始年度 平成

空き家バンク、外部人材（地域支援員）の活用等

活
動
内
容

・定住推進に向けた情報を地域住民に積極的に発信し、共有する。
・各地域の実態を現場・対話主義により、正確に把握する。
・地域特性に応じた定住推進への取組みを企画・立案する。

関係団体（パートナー）

市
地域支援員、団地・過疎
地域等の住民、ｺﾐｭﾆﾃｨ団
体

事業実施に係る市役所（職員）の役割

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

大規模な高齢化団地や過疎
地域等に居住する市民

・団地の高齢化に伴う課題を地域が主体となって取り組み、団地住民がいきいきと
暮らせる環境を形成する。
・過疎・中山間地域で、地域住民が一体となった地域おこしの取組みを活発化し、
地域内外の交流・定住を推進する。
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成
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空き家バンクの成約件数 人

活
動

地域支援員の数 人
8 10 12

空き家バンク登録制度の周知、空き家改修に対する支援、国・市町・民間団体等と連携した広報・誘致・啓発
活動等

　住宅団地の活性化を図るため、モデル２団地（廿日市ニュータウン、八坂サンランド）を対象に、地域住民
が主体となって取り組む活性化事業に対し支援を行う。

実施主体

4
件空き家バンクの登録物件数 6

○交流・定住人口拡大に向けた各種取組み
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定住推進事業
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（
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）
人口（4月1日現在）

　人口減少や高齢化等の著しい過疎・中山間地域に地域支援員を派遣し、地域点検及び地域での話し合いの促
進、地域行事、コミュニティ活動、その他地域おこしの支援等を通じて、地域力の維持・強化を図る。
　吉和地域１名（H23.8月～）、佐伯地域１名（H25.10月～）
　平成26年度に佐伯地域へ新たに２名の派遣を行う。


